
草発第0215001号  

平成1白年2月15日  

都道府県労働局長 殿  

厚生労働省労働基準局長   

（公 印 省 略）  

作業環境測定法施行規則第17条第9号後段の規定について   

作業環境測定法（昭和ち0年法律第28号）夢14条第3項の規定に基づく作業環境測  

定士試験の試験免除については、作業環境測定法施行規則（昭和50年労働省令第20号）  

第17条第9号の規定により、臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律（昭和33年  

法律第76号）第2条第1項に規定する臨床検査技師で、学校教育法による大学たおいて  

作業環境に関するj受実科目・、統計に関する授業科目及び労働衛生関係法令に関する授業科  

目を修めて卒業したものについて、作業環境測定法施行規則第16条に規定する試験の科  

目のうち分析の技術に関する科目を除く全科目を免除することとしているが、当該大学に  

ついては、昭和55年10月14日付け基発第571／号「作業環境測定法施行規則の一部  

を改正する省令の施行について」（以下「55年通達」という。）により、厚生労働省労働  
基準局長があらかじめ認定した大学に限っていたところである。   

今般、当該認定を廃止するとともに、標記について下記のとおり取り扱うこととしたの  

で、その運用に遺漏なきを期されたい。   

なお、本通達をもって55′年通達は廃止する。  

記  

1 授業科目の内容  

（1）「作業環境に関する授業科目」とは、作業環境測定を行うために必要なデザイン及び  
サンプルについての知識及び技能を付与する授業科目をいい、次の語義及び実習によ  

り行われるものでなければならないこと。  

イ 講義  

（イ）講義時間  

30時間以上とする。   



（ロ）講義内容  

①ガス、蒸気及び粉じんの性質  

②測定点等の設定方法  

③測定機器の選択方法  

④試料採取機器の原理及び使用方法  

⑤採取した試料の管理方法  

⑥簡易測定機器の原理及び使用方法  

口 実習   

（イ）実習時間  

90時間以上とする。ただし、このうち少なくとも24時間は事業場における  

現場実習とする。   

（ロ）実習内容  

当該大学が備える作業環境測定法施行規則第54条第2号の規定に基づき厚生  

労働大臣の定める基準を定める告示（昭和51年労働省告示第9号）第1号及び  

第2号に掲げる機器及び設備（作業環境測定法施行規則別表第2∴号の作業場に係  

るものを除く。）を用い、これらの機器及び設備の操作技術の取得及び現場実習を  

行うものとする。  

（2）「統計に関する授業科目」とは、統計学に関する基礎理論について講義する授業科目  

をいい、30時間以上の講義が行われるものでなければならないこと。  

（3）「労働衛生関係法令に関する授業科目」とは、労働安全衛生法（昭和47年法律第5  

7号）、作業環境測定法及びじん肺法（昭和35年法律第30号）並びにこれらに基づ   

く命令のうち労働衛生に係るものにっいて講義する授業科目をいい、15時間以上の   

講義が行われるものでなければならないこと。  

2 履修め証明   

試験科目の免除を受けようとする者には、1による所要の授業科目を履修し、か   

つ、卒業したことを大学において証する書面を提出させること。   



作業環境測定法施行規則第17条第9号後段の規定について 新旧対照表  

新通達  旧通達  

1 授業科目の内容  

（2）「統計に関する授業科目」とは、統計学をいうもので  

あり、30時間以上の講義が行われるものでなければな  

らないこと。  

1 授業科目の内容  

（2）「統計に関する授業科目」とは、経計学に関する基礎   

望詮をいうものであり、30時蘭以上の講義が行われる  

ものでなければならないこと。  

2 履修の証明  

この改正により試験科目の免除を受けようとする者に   

は、前記1による所要の毒受業科目を履修し、・かつ、卒業し   

たことを大学（労働省労働基準局長があらかじめ認定した   

大学に限る。）において証する書面を提出させること。  

3 その他  

（1）前記2の認定は、前記1による所要の授業科目を開設  

する大学からの申請により労働省労働基準局長が行  

うものであること。  

（2）労働省労働基準局長の認定を受けた大学は、各年度に  

おける授業科目の内容、授業時間、教授等の氏名、履  

修者数及び単位取得者数を毎年4月30日までに労  

働省労働基準局長に報告するものであるこ、と。   

2 履修の証明   

試験科目の免除を受けようとする者には、前記1によ局   

所要の授業科目を履修し、かつ、卒業したことを大学にお  

いて証する書面を提出させること。  

一3 削除  


